
富山県
高齢者保健福祉計画
第６期　富山県介護保険事業支援計画

概要版

平成２７年3月

計画期間
平成２７年度－平成２９年度



（１）　高齢者人口　
　本県の人口は、総人口が減少する一方、高齢者人口（65歳以上）は増加しています。
　いわゆる団塊の世代がすべて75歳以上となる平成37年には332千人へと増加し、３人に１人以上
が高齢者になると見込まれます。　

（２）　高齢世帯の状況　
　一人暮らしや夫婦のみ世帯が増加しており、平成37年には、本県の一般世帯に占める割合は、高
齢者の一人暮らし世帯が12％、夫婦のみ世帯が13％になると推計されています。　

（３）　要介護（要支援）認定者の状況　
　要介護（要支援）認定者数は、平成37年度には79千人、65歳以上人口に占める割合（認定率）は
23.6％へと増加する見込みとなっています。　

富山県の高齢者を取りまく現状  
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「富山県高齢者保健福祉計画及び第６期介護保険事業支援計画」の構成 
【基 本 目 標】

～地域包括ケア体制の構築に向けて～

すべての高齢者が、人として尊重され、健康で生きがいをもちながら、
住み慣れた地域で安心して暮らせる社会の構築

１）健康の保持・増進
２）生活習慣病予防等疾病対策の推進
３）健康づくりを支援する環境整備

１）総合的な支援体制の推進
２）健康・医療・介護分野におけるＩＣＴ化の
推進

３）情報の公表等を通じた利用者への支援
４）介護保険制度の適正な運営の確保

１）認知症の普及啓発と予
防、早期発見・早期対
応の推進

２）認知症の医療・介護体
制の整備と地域連携の
推進

３）地域における支援体制
の推進

１）住み慣れた地域における
多様な住まいの確保

２）高齢者にやさしいまちづ
くり

３）災害時における要配慮者
支援体制の整備

４）権利擁護の推進と相談支
援体制の整備

【施策の柱・重点項目・主要施策】

【計画の推進】

１　高齢者の健康・生きがいづくり

３　地域包括ケアシステムを支える体制づくり

介護サービス量等の見込みと基盤整備目標

③介護予防と生活支援
　サービスの充実

①健康寿命を延ばすための若いときから
　の健康づくり

②エイジレス社会（生涯現役社会）への取組
　みの推進

①保健・福祉の人材養成と資質向上 ②サービスや制度運営の質の向上

④認知症施策の推進 ⑤高齢者の住まいの確保と
　安全安心なまちづくり

計画推進に向けた役割分担 、計画の普及と進行管理 

１）介護予防の普及啓発と
介護予防活動の推進

２）リハビリテーションに
よる介護予防の強化

３）効果的な介護予防の取
組みと評価

４）生活支援・介護予防サー
ビスの基盤整備の推進

１）意欲や能力に応じた就業・起業支援
２）高齢者等による地域社会の担い手づくりの
推進

３）生涯学習・スポーツ等の生きがいづくりの
推進

１）地域に密着した在宅サービスの充実
２）重度者を支える施設ケアの充実
３）在宅復帰に向けた施設ケアの充実

２　介護サービスの充実と地域包括ケアシステムの構築

①在宅と施設のバランスのとれた
　介護サービスの充実

②介護との連携による在宅医療の推進

１）在宅医療の推進と普及啓発
２）在宅医療提供体制の整備
３）在宅医療・介護連携の推進

１）保健・福祉の人材養成と確保
２）保健・福祉・生きがいづくりのボランティ
ア等の養成

３）介護サービスを支える人材養成と資質向上



　計画期間において、以下の施策に取り組みます。　

計画の内容  

施策の柱 重点項目 主要施策

１高齢者の健康・生き
がいづくり

①健康寿命を延ばすた
めの若いときからの
健康づくり

⑴健康の保持・増進

⑵生活習慣病予防等疾病対策の推進

⑶健康づくりを支援する環境整備

②エイジレス社会（生
涯現役社会）への取
組みの推進

⑴意欲や能力に応じた就業・起業支援

⑵高齢者等による地域社会の担い手づくりの推進

⑶生涯学習・スポーツ等の生きがいづくりの推進

２介護サービスの充実
と地域包括ケアシス
テムの構築

①在宅と施設のバラン
スのとれた介護サー
ビスの充実

⑴地域に密着した在宅サービスの充実

⑵重度者を支える施設ケアの充実

⑶在宅復帰に向けた施設ケアの充実

②介護との連携による
在宅医療の推進

⑴在宅医療の推進と普及啓発

⑵在宅医療提供体制の整備

⑶在宅医療・介護連携の推進

③介護予防と生活支援
サービスの充実

⑴介護予防の普及啓発と介護予防活動の推進

⑵リハビリテーションによる介護予防の強化

⑶効果的な介護予防の取組みと評価

⑷生活支援・介護予防サービスの基盤整備の推進

④認知症施策の推進

⑴認知症の普及啓発と予防、早期発見・早期対応の推進

⑵認知症の医療・介護体制の整備と地域連携の推進

⑶地域における支援体制の推進

⑤高齢者の住まいの確
保と安全安心なまち
づくり

⑴住み慣れた地域における多様な住まいの確保

⑵高齢者にやさしいまちづくり

⑶災害時における要配慮者支援体制の整備

⑷権利擁護の推進と相談支援体制の整備

３地域包括ケアシステ
ムを支える体制づく
り

①保健・福祉の人材養
成と資質向上

⑴保健・福祉の人材養成と確保

⑵保健・福祉・生きがいづくりのボランティア等の養成

⑶介護サービスを支える人材養成と資質向上

②サービスや制度運営
の質の向上

⑴総合的な支援体制の推進

⑵健康・医療・介護分野におけるＩＣＴ化の推進

⑶情報の公表等を通じた利用者への支援

⑷介護保険制度の適正な運営の確保



内容 本編
ページ

望ましい生活習慣の確立に向けた取組みの支援／生涯スポーツの推進／自殺予防対策等の実施　など 38

がん・循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策の推進／医療保険者による特定健康診査・特定保健指導等への支援　など 39

健康づくり情報の提供体制の整備・充実／栄養バランスのとれた食事がとれる環境の整備／運動しやすい環境の整備　など 40

高齢者人材の活用の促進／「生涯現役社会」の実現に向けた企業への支援／シルバー人材センターによる就業機会の確保　など 42

エイジレス社会（生涯現役社会）づくりの担い手となる元気高齢者の社会参加の促進／地域におけるボランティア活動促進への支援　など 43

老人クラブの生きがいと健康づくりの支援／食育や健康的な生活習慣づくりの推進／高齢者向けのスポーツ・レクリエーションの普及啓発　など 44

在宅サービス基盤の整備と質の向上／富山型デイサービスの支援・起業家育成／中重度の在宅要介護者の在宅生活支援の強化　など 48

施設における生活環境の改善の推進／在宅での生活が困難な方の特別養護老人ホームへの円滑な入所の促進／施設ケアの質の向上　など 51

介護老人保健施設の在宅復帰・在宅療養支援機能の充実／介護療養型医療施設の機能の充実　など 53

富山県あんしん在宅医療・訪問看護推進会議による施策の検討／在宅医療や在宅での看取りに関する普及啓発　など 56

24時間365日対応可能な在宅医療の推進／在宅医療を支える医療関係者の確保／歯科医師・薬剤師・リハビリ専門職との連携による支援　など 57

入院から在宅療養への円滑な移行支援／在宅医療を支える医療関係者と介護関係者の相互理解の促進　など 59

介護予防に関する基本的な知識の普及啓発／市町村における介護予防活動への支援　など 63

介護予防へのリハビリテーション専門職の関与促進／地域リハビリテーション支援体制の整備／質の高いリハビリテーション提供のための支援　など 65

地域づくりによる介護予防の推進への支援／効果的な介護予防の推進と評価への支援　など 67

市町村における体制整備の支援／生活支援コーディネーターの養成／ふれあいコミュニティ・ケアネット21事業の推進　など 68

認知症を正しく理解するための普及啓発と予防／早期発見・早期対応のための相談支援体制の充実　など 72

医療従事者等の認知症対応力の向上／認知症疾患医療センターの整備／認知症介護の専門的人材の養成の推進　など 73

市町村が取り組む認知症施策（認知症高齢者徘徊・見守りＳＯＳネットワーク構築／認知症ケアパスの作成と普及啓発）への支援　など 76

住み慣れた地域での生活を継続するための多様な居住環境の整備／住宅のバリアフリー改修・耐震改修・断熱改修等の促進　など 80

ユニバーサルデザインに配慮したまちづくり／高齢者の交通安全対策の推進　など 83

災害時要配慮者の支援体制の整備／施設等の防災対策の推進／福祉避難所の指定　など 84

市町村・地域包括支援センターを中心とした総合相談支援・成年後見制度の普及の推進／高齢者虐待防止対策の推進　など 85

元気とやま福祉人材確保・応援プロジェクトの推進／専門的人材の養成・確保／魅力ある介護職場づくりの推進　など 92

介護予防・生活支援を推進するボランティア等の養成／地域福祉活動リーダーの養成／老人クラブリーターの資質向上　など 95

介護支援専門員（ケアマネジャー）の資質向上及び専門性を高めるための研修等の実施　など 96

富山県地域包括ケアシステム推進会議による関係者間の取組み推進・検討／地域包括支援センターによる総合的な支援の推進　など 99

医療・介護関係者のＩＣＴ（情報通信技術）を活用した情報共有の推進／ビッグデータの解析による健康づくり　など 100

「介護サービス情報の公表」制度の拡充と利用促進／「福祉サービス第三者評価」制度の推進　など 102

介護サービス事業者に対する指導監督の推進／「介護給付適正化に向けた今後の取組方針」に基づく重点事業の実施　など 104



　第６期計画期間・平成37年度の介護サービス量等について以下のとおり見込んでいます。また、
介護保険財政の収支が均衡するように第１号被保険者の保険料を設定しています。　

介護サービス量等の見込みと基盤整備目標、給付費等の推計  

（１）高齢者人口、要介護（要支援）認定者数等の見込み� （単位：人）

区　分 平成26年度
A

平成29年度
B

計画期間中の伸び 平成37年度
C

平成37年度までの伸び
Ｂ－Ａ Ｂ／Ａ Ｃ－Ａ Ｃ／Ａ

高齢者人口 316,314 329,522 13,208 104.2% 332,387 16,073 105.1%
65～74 歳 160,547 164,253 3,706 102.3% 130,248 ▲ 30,299 81.1%
75 歳以上 155,767 165,269 9,502 106.1% 202,139 46,372 129.8%

65 歳以上認定者数 57,148 65,029 7,881 113.8% 78,304 21,156 137.0%
（認定率） (18.1%) (19.7%) (23.6%)

65 ～ 74 歳 6,012 6,849 837 113.9% 5,967 ▲ 45 99.3%
75 歳以上 51,136 58,180 7,044 113.8% 72,337 21,201 141.5%

(認定者数合計に対する割合） (87.5%) (87.9%) (91.0%)
  40～64 歳認定者数 1,271 1,174 ▲ 97 92.4% 1,181 ▲ 90 92.9%
  認定者数合計 58,419 66,203 7,784 113.3% 79,485 21,066 136.1%

※保険者推計値（高齢者人口は、介護保険の第１号被保険者数）

（２）主な介護サービス量の見込み（要介護認定者が利用するサービス）
①居宅サービス� （年間延べ利用回数、日数）

サービス種類等 平成26年度
Ａ

平成29年度
B Ｂ／Ａ 平成37年度

C Ｃ／Ａ

訪問介護 回数 1,752,062 2,362,970 134.9% 4,038,761 230.5%
訪問看護 回数 165,938 214,070 129.0% 308,368 185.8%
通所介護 回数 1,834,331 1,847,417 100.7% 2,350,968 128.2%
通所リハビリテーション 回数 459,719 486,280 105.8% 570,012 124.0%
短期入所生活介護 日数 566,243 639,875 113.0% 871,217 153.9%

②地域密着型サービス� （年間延べ利用回数、日数）

サービス種類等 平成26年度
Ａ

平成29年度
B Ｂ／Ａ 平成37年度

C Ｃ／Ａ

認知症対応型通所介護 回数 135,000 172,114 127.5% 244,210 180.9%
小規模多機能型居宅介護 人数 15,804 24,420 154.5% 30,216 191.2%

③施設・居住系サービス� （年間延べ利用人数）

施設種類 平成26年度
Ａ

平成29年度
B Ｂ／Ａ 平成37年度

C Ｃ／Ａ

介護老人福祉施設 63,708 67,644 106.2% 70,296 110.3%
地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 4,572 8,652 189.2% 12,828 280.6%
介護老人保健施設 52,764 56,148 106.4% 57,660 109.3%
介護療養型医療施設（平成37年度は転換施設） 23,652 23,820 100.7% 23,892 101.0%
認知症対応型共同生活介護 23,580 30,444 129.1% 34,776 147.5%



（３）基盤整備目標
①介護保険施設・居住系サービスの整備目標（介護療養型医療施設からの転換分を除く）� （単位：床）

施設種類 平成26年度末
整備（見込）数　A

平成29年度
目標数　B

整備目標数
B－A

特別養護老人ホーム（地域密着型含む） 5,921 6,503 582

介護老人保健施設 4,482 4,531 49

介護療養型医療施設 1,952 1,952 0

認知症高齢者グループホーム 2,150 2,672 522

②主な地域密着型サービスの整備目標� （単位：事業所数）

区　　　　　分
平成26年度末
整備（見込）数
（累計）

平成29年度末
整備目標数
（累計）

定期巡回型訪問介護看護事業所 6 19

小規模多機能型居宅介護事業所 78 96

夜間対応型訪問介護事業所 5 9

認知症対応型通所介護事業所 70 77

看護小規模多機能型居宅介護事業所（複合型サービス事業所） 1 6

（４）介護給付費等の推計� （単位：百万円）

項　　目 平成26年度 平成29年度 平成37年度
1　介護予防サービス費（地域密着型含む） 3,961 3,006 2,425
 （平成26年度比） − （75.9%） （61.2%）（注）

2　居宅サービス費 39,261 42,866 59,039
 （平成26年度比） − （109.2%） （150.4%）
3　地域密着型サービス費 11,183 18,798 24,230
 （平成26年度比） − （168.1%） （216.7%）
4　施設サービス費 41,892 43,195 45,390
 （平成26年度比） − （103.1%） （108.4%）

給付費合計 96,297 107,865 131,084
 （平成26年度比） − （112.0%） （136.1%）

（注）介護予防サービスの一部（訪問介護及び通所介護）は、平成29年度末までに介護給付から地域支援事業に移行

（５）介護保険事業支援計画期間ごとの介護保険料（県全体の月額平均）�

区　　分 第１期
（平成12～14年度）

第２期
（平成15～17年度）

第３期
（平成18～20年度）

第４期
（平成21～23年度）

第５期
（平成24～26年度）

第６期
（平成27～29年度）

県内平均 2,921円 3,789円 4,461円 4,574円 5,513円 5,975円

全国平均 2,911円 3,293円 4,090円 4,160円 4,972円 5,514円
（参考）平成37年度（見込）：県内平均約8,300円／月（全国平均　8,165円／月）



【参考】地域包括ケアシステムについて
　地域の実情に応じて、高齢者が、可能な限り、住み慣れた地域でその有する能力に応じ自立し
た日常生活を営むことができるよう、医療、介護、介護予防、住まい及び自立した日常生活の支
援が包括的に確保される体制（「医療介護総合確保推進法」より）

〈富山県内の介護保険者及び担当課一覧〉
� 担当課は、平成27年４月現在

保険者・担当課名
（広域組合の構成市町村） 所在地・連絡先

富山市介護保険課 〒930-8510 富山市新桜町7−38
 TEL 076−443−2041　　FAX 076−443−2076

高岡市高齢介護課 〒933-8601 高岡市広小路7−50
 TEL 0766−20−1334　　FAX 0766−20−1364

魚津市社会福祉課 〒937-8555 魚津市釈迦堂1−10−1
 TEL 0765−23−1148　　FAX 0765−23−1073

氷見市福祉介護課 〒935-0011 氷見市鞍川1060
 TEL 0766−74−8111　　FAX 0766−74−2913

滑川市福祉介護課 〒936-8601 滑川市寺家町104
 TEL 076−475−2111（内線391）　FAX 076−476−5505

射水市長寿介護課 〒934-8555 射水市本町2−10−30
 TEL 0766−82−1967　　FAX 0766−82−8157

中新川広域行政事務組合介護保険課
（舟橋村、上市町、立山町）

〒930-0288 中新川郡舟橋村国重242
 TEL 076−464−1316　　FAX 076−463−3199

砺波地方介護保険組合事務局
（砺波市、小矢部市、南砺市）

〒939-1392 砺波市栄町7−3
 TEL 0763−34−8333　　FAX 0763−34−8334

新川地域介護保険組合事務局
（黒部市、朝日町、入善町）

〒938-0036 黒部市北新199
 TEL 0765−57−3303　　FAX 0765−57−3305

富山県高齢者保健福祉計画・第６期富山県介護保険事業支援計画（概要版）

富山県厚生部高齢福祉課　〒930−8501 富山市新総曲輪1−7　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　TEL 076−444−3272 　FAX 076−444−3492

○本計画の全文については、富山県厚生部高齢福祉課のホームページ
（http://www.pref.toyama.jp/cms_sec/1211/index.html）上の「富山県高齢者保健福祉
計画・第６期介護保険事業支援計画について」から見ることができます。

通院　通所
・地域包括支援
　センター
・ケアマネジャー

介　護医　療

住まい

地域包括ケアシステムのイメージ

生活支援・介護予防

訪問介護・看護

老人クラブ・自治会・ボランティア・NPO 等

在宅医療等
訪問看護

相談業務やサービス
のコーディネートを
行います 24時間対応の定期巡

回・随時対応サービス
など

・グループホーム
・小規模多機能
・デイサービス
　など

※地域包括ケアシステムは、
　人口 1万人程度の中学校区を
　単位として想定

自宅・ケア付き
高齢者住宅


